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令和元年度私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等

学校等施設高機能化整備費（防災機能強化施設整備事業）））（平成 30 年度第一次補正予

算分）の事業募集について（照会） 

 このことについて、文部科学省高等教育局私学部私学助成課から別添のとおり依頼がありました

ので、貴法人において当該事業計画がある場合は、下記により提出願います。 

 なお、ブロック塀等の安全対策は社会的に喫緊の課題となっておりますが、ブロック塀等の安全

対策に必要な予算はすべて当該予算で計上されており、今回の募集が年度内最後の募集となること

から、安全対策が未実施であるブロック塀等を保有している学校施設を設置する法人におかれては、

本補助金の活用による安全対策を積極的に検討いただきますようお願いします。 

記 

１ 今回募集する事業 

防災機能強化施設整備事業のうち、防災機能強化事業（ブロック塀等安全対策事業） 

ただし、令和２年１月 20 日から令和２年３月 31 日までの間に着手（契約）し、令和元年度中

に完了する事業に限る。 

２ 提出書類 

(1) 令和元年度 私立高等学校等施設高機能化整備費申請一覧（様式１） 

(2) 計画調書（様式 8-1～8-4）及び添付資料（配置図、入札の内容が分かる書類等） 

３ 提出期限及び部数 

 (1) 令和元年度 私立高等学校等施設高機能化整備費申請一覧（様式１）：令和２年１月 22 日（水） 

※ メールにより電子媒体で提出のこと。 

 (2) 計画調書等：令和２年１月 22 日（水） 

※ 郵送により２部提出のこと。 

４ その他 

 (1) 計画調書等の作成に当たっては、国の依頼文書（令和２年１月 14日付け元高私助第 18号）

を熟読の上で作成すること。 

 (2) 補助対象は、原則として交付内定後から令和２年３月 31 日までの間に契約が締結され、工

事に着手し、令和２年３月 31日までに引き渡しを受ける事業とするもの。 

(3) 交付内定前に契約又は着手する事業については、契約締結予定日の４週間前までに、「交付

内定前の事業着手承認申請書」を提出すること。 
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